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令和４年度 曽於市当初予算(案)説明資料

当初予算編成にあたって

私は，市長就任９年目に当たり，市民の皆様と約束しました公約の実現に，今後も更に

努力してまいる所存でございます。

まず，市の人口増対策の柱の一つである宅地分譲整備事業は，財部地域の新規分譲地２４区

画の販売を開始します。また，市内の未販売分譲地の販売促進に努めるとともに，人口増に繋

がる定住住宅取得補助，市有地活用定住促進補助，移住・就業支援金等の定住促進対策事業を

展開してまいります。

子育て支援対策においては，これまで第３子以降に支給していた出産祝金について，本

年度からは第１子・第２子にもそれぞれ祝金を支給いたします。また，これまで実施して

まいりました保育園・認定子ども園等の保育料の負担軽減，高校３年生相当時までの医療

費の無料化を継続して実施してまいります。

情報発信事業は，曽於市を市内外にＰＲするための大変重要な事業であります。今後

も情報発信の中核をなす「市報そお」やコミュニティＦＭ放送，市ホームページ，

ラインなどの各種ＳＮＳ等について，分かりやすい内容で積極的に市民の皆さまへの情報

提供に取り組んでまいります。

また，新型コロナウイルス感染症の影響により個別の手続きが必要となる方や高齢化・

過疎化の進行に伴い，増加が予想される交通弱者となる方への行政サービスの利用を促進

するための通信機器を搭載した「コネクテッドカー」を整備します。

南九州畜産獣医学拠点事業につきましては，鹿児島大学との連携を強化し本事業に取

り組んでまいります。令和４年度は，本格的な施設の整備に着手するとともに馬施設の設

計等を行い，基幹産業の持続的発展と地域の活性化を図ってまいります。

庁舎整備につきましては，令和元年度に策定しました「本庁・支所機能再編計画」に

基づき，窓口業務をはじめとする市民サービスの拡充を図るとともに，災害時における重

要な防災拠点施設としての役割，さらに今年１０月からの機構改革に合わせた本庁舎の増

築整備を引き続き進めるとともに，併せて既存庁舎の改修も進めてまいります。また，令

和７年度の開庁に向けた大隅・財部両支所の庁舎整備についても計画的に取り組んでまい

ります。

まちの発展には，産業の振興が欠かせません。曽於市は，畜産を中心とする農業のまち

であり，農業生産額を増やすことを本市発展の基本と掲げる中，令和３年産曽於市農畜産

物生産実績における生産額合計は，４８９億１，０１７万６千円，前年度と比較すると

１８億９，２２７万円，１．０４％の増であり，畜産部門では，４１５億８，３７２万

５千円となり,前年度と比較すると２１億２，８１０万円，１．５４％の増となりました。

耕種部門については，後継者の確保育成や農地の集積・集約とコスト削減のため，

国・県と連携しながらスマート農業導入を推進します。また，引き続き加工業務用野菜と
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環境保全型農業推進も取り組みます。また，特産品であるゆずの一次加工施設の効率化を

図るため，搾汁センターの増設も進めてまいります。

畑かん営農については水を活用した農作物の収量増，品質向上を図り，農家所得の向

上を目指します。また，農業機械導入経費の節減等を図るため，農業公社の受託事業を更

に拡充しながら，今年度はコントラクター事業を本格的に稼働し，畜産農家の規模拡大が

図られるよう努力してまいります。

畜産については，生産基盤の拡大を図るため，畜産振興協議会事業を中心とした導入

保留対策や家畜改良を計画的に進めるとともに，飼養管理の省力化と多頭化を図るための生

産基盤施設の整備に取り組んでまいります。

また，家畜伝染病を防止するための防疫対策の強化による家畜衛生体制の確立と家畜の生

産性向上を図ってまいります。

思いやりふるさと寄附金推進事業につきましては，昨年度に引き続き，全国から多く

の寄附金をいただき，御礼として本市の特産品を贈呈しております。令和３年４月から令

和４年１月までの１０か月間で，約８万３千件，約１５億２千万円を超える寄附金をいた

だき，令和４年３月末には，約１６億円の寄附金を見込んでいます。曽於市を応援してい

ただきました全国の皆様に，心より感謝申し上げます。令和４年度も，更にふるさと納税

に対する活動を充実し，本市の全国的なＰＲと地域活性化に努めてまいります。また，

「一般社団法人曽於市観光協会」と協力して，ゆるキャラである「そお星人」を利用した

ＰＲ活動等を行い，本市の観光事業の充実を図ってまいります。

災害復旧事業については, 昨年，近年になく被害の少ない年でありました。しかしな

がら，日本各地では豪雨・強風・地震など甚大な被害が発生しております。防災減災のた

めの予防保全対策に取り組みながら，災害発生の際は，１日も早い復旧に努めてまいりま

す。

まちづくりは，人づくりであり本市発展の基本となるものです。「個性豊かな教育と文

化のかおるまちづくり」の基本理念のもと，学校教育においては，確かな学力を身につけ

自立する力を育む教育を推進するとともに豊かな心を育み健やかな身体と体力の増進に取

り組んでまいります。

学校施設においては，引き続き充実した教育環境の整備を進めるとともに，ＧＩＧＡ

スクールにおけるタブレットや電子黒板などＩＣＴ機器の積極的な活用を推進してまいり

ます。

学校給食は，安全でおいしい給食の提供と食育を推進するとともに，学校給食費の保

護者負担の軽減にも引き続き取り組んでまいります。

また，令和６年９月の供用開始に向けて，新たな学校給食センターの整備を進めてまい

ります。

社会教育関係では，「市民全員が生涯学び，互いを高め合うまち」の基本計画のもと，

市民の生涯学習事業や文化振興事業，スポーツ振興事業など，社会教育全般の様々な学び



- 3 -

の場の提供，地域活動の拠点となる各地区・校区公民館や青少年，女性部等の支援を行っ

てまいります。

市民の健康づくりや生きがいづくりの場として，また，市民や市外からの利用者が広

く交流し，憩える場として平成２９年度にオープンしました新地公園グラウンドゴルフ場

は，これまで１１万４千人を超える方々にご利用いただいています。今後も，市内外の多

くの皆様にご利用いただくよう，施設の充実とサービスの向上に努めてまいります。

⑴ 令和４年度当初予算編成方針

令和４年度の予算編成は，令和３年度に引き続き，市民の皆様に開かれた市政を目指す

とともに，農・畜産物の付加価値を高め，商工業の発展を更に推進し，子どもからお年寄

りまで，笑顔が輝き元気なまちづくりを目指すため，

(1) 市民にやさしい市政運営

(2) 人と自然を生かした活気ある地域づくり

(3) 教育・文化を促進し，心豊かなまちづくり

(4) 人口増を目指し，地域活性化の推進

(5) 農・畜産物を生かした所得倍増のまちづくり

の５つを基本方針として，限られた財源の中で，市民の福祉，教育，くらしを守るための

予算として編成しました。
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⑵ 予算規模

① 会計別予算前年度比較表

② 当初予算規模の推移 （単位：千円）

区　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

一般会計 21,914,459 22,186,000 23,134,000 23,430,000 26,905,000 26,875,000 25,990,000

増減額 △ 1,185,541 271,541 948,000 296,000 3,475,000 △ 30,000 △ 885,000

増減率 -5.1% 1.2% 4.3% 1.3% 14.8% -0.1% -3.3%

特別会計

国民健康保険特別会計 7,085,201 6,938,628 5,486,291 5,526,173 5,498,573 5,642,365 5,621,219

後期高齢者医療特別会計 560,300 567,674 576,277 573,892 619,080 619,492 650,959

介護保険特別会計 5,458,708 5,452,818 5,484,469 5,499,238 5,640,276 5,851,918 5,959,609

公共下水道事業特別会計 200,566 186,144 196,162 257,109 企業会計へ移行 - -

生活排水処理事業特別会計 114,879 114,217 112,679 113,225 117,374 112,795 68,374

笠木簡易水道事業 194,336 16,385 18,204 17,845 水道事業会計に統合 - -

一般会計＋特別会計 35,528,449 35,461,866 35,008,082 35,417,482 38,780,303 39,101,570 38,290,161

増減額 △ 793,758 △ 66,583 △ 453,784 409,400 3,362,821 321,267 △ 811,409

増減率 -2.2% -0.2% -1.3% 1.2% 9.5% 0.8% -2.1%

増減額 増減率

(A) (A) （C)＝（A)-(B) （C)/（B)×100

千円 千円 千円 ％ ％ ％ ％

25,990,000 26,875,000 △ 885,000 △ 3.3 △0.1 14.8 1.3

2
国民健康保険
特別会計

5,621,219 5,642,365 △ 21,146 △ 0.4 2.6 △ 0.5 0.7

3
後期高齢者医療
特別会計

650,959 619,492 31,467 5.1 0.1 7.9 △ 0.4

4
介護保険
特別会計

5,959,609 5,851,918 107,691 1.8 3.8 2.6 0.3

5
公共下水道事業
特別会計

0 0 0 - - 皆減 31.1

6
生活排水処理事業
特別会計

68,374 112,795 △ 44,421 △ 39.4 △3.9 3.7 0.5

7
笠木簡易水道事業特
別会計

0 0 0 - - 皆減 △ 2.0

12,300,161 12,226,570 73,591 0.6 3.0 △ 0.9 1.0

989,974 926,427 63,547 6.9 14.9 △ 24.3 19.3

319,912 347,217 △ 27,305 △ 7.9 △32.4 皆増 -

39,600,047 40,375,214 △ 775,167 △ 1.9 0.7 9.9 1.6

比較 参考

  1　一般会計

小　　　　　計

 8　水道事業

 9  公共下水道事業

合　　　　　計

区分
令和４年度 令和３年度

３/２ ２/元 元/30

企
業
会
計

特
別
会
計
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⑶ 一般会計

① 予算規模

令和４年度一般会計当初予算の規模は，令和３年度当初予算に対して，

885,000千円，3.3％減の25,990,000千円となりました。

② 歳入

・前年度比較表

（概要）

市税は，固定資産税の家屋，償却資産の増により，０．２％増の３，１９３，１３

１千円を計上し，地方交付税は，国の地方財政対策や前年度実績等を考慮して算定し，２．

３％増の８，０６０，４５１千円を計上しました。国庫支出金は，学校施設環境改善交

付金や過年発生公共土木施設災害復旧事業費負担金等の減により，１２．８％減の２，

９５８，７１７千円を計上し，県支出金は産地パワーアップ事業費補助金等の増により，

３．１％増の２，１６７，８２４千円を計上しました。寄附金は，思いやりふるさと寄附

金を昨年と同額計上しましたが，企業版ふるさと納税寄附金等の増により，０．４％増の１，

８１０，００３千円を計上しました。繰入金は，思いやりふるさと基金繰入金や曽於市立

学校施設整備基金繰入金等の減により，８．４％減の３，２６３，４４０千円を計上し，

市債については，岩川小学校改築事業や臨時財政対策債等の減により，２１．９％減の

２，５２４，０００千円を計上しました。

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 市　税 3,193,131 12.3 3,187,930 11.9 5,201 0.2

2 地方譲与税 298,841 1.2 224,892 0.9 73,949 32.9

3 利子割交付金 1,626 0.0 1,700 0.0 △ 74 △ 4.4

4 配当割交付金 4,902 0.0 5,200 0.0 △ 298 △ 5.7

5 株式等譲渡所得割交付金 5,000 0.0 2,700 0.0 2,300 85.2

6 法人事業税交付金 46,100 0.2 33,200 0.1 12,900 38.9

7 地方消費税交付金 761,900 2.9 696,600 2.6 65,300 9.4

8 環境性能割交付金 11,200 0.0 5,100 0.0 6,100 119.6

9 国有提供施設等所在市町村助成交付金 2,800 0.0 3,000 0.0 △ 200 △ 6.7

10 地方特例交付金 21,400 0.1 23,600 0.1 △ 2,200 △ 9.3

11 地方交付税 8,060,451 31.0 7,878,639 29.3 181,812 2.3

12 交通安全対策特別交付金 5,100 0.0 5,000 0.0 100 2.0

13 分担金及び負担金 127,586 0.5 127,737 0.5 △ 151 △ 0.1

14 使用料及び手数料 277,160 1.1 271,211 1.0 5,949 2.2

15 国庫支出金 2,958,717 11.4 3,392,795 12.6 △ 434,078 △ 12.8

16 県支出金 2,167,824 8.3 2,101,944 7.8 65,880 3.1

17 財産収入 258,742 1.0 186,543 0.7 72,199 38.7

18 寄附金 1,810,003 7.0 1,803,503 6.7 6,500 0.4

19 繰入金 3,263,440 12.6 3,561,942 13.3 △ 298,502 △ 8.4

20 繰越金 50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0

21 諸収入 140,077 0.5 80,164 0.3 59,913 74.7

22 市　債 2,524,000 9.7 3,231,600 12.0 △ 707,600 △ 21.9

25,990,000 100.0 26,875,000 100.0 △ 885,000 △ 3.3

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 入 合 計

款
構成比 構成比 増減率
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③ 歳出

・目的別前年度比較表

（概要）

総務費は，市役所庁舎管理費等の増により，０．３％増の３，０８６，８５４千円，

民生費は，施設型給付費等の減により，０．４％減の７，９２３，９９４千円，衛生費

は，予防接種事業費等の増により，３．９％増の１，４３２，１５８千円を計上しました。

農林水産業費は，ゆず加工施設整備事業等の増により，４５．９％増の２，８３０，７６２

千円，商工費は，思いやりふるさと寄附金推進事業等の増により，２．７％増の３，２７

２，７１８千円，土木費は，市道整備の過疎対策事業等の減により，１．３％減の１，８

３７，７８８千円を計上しました。消防費は，消防設備整備事業等の増により，１２．

９％増の８０５，１０６千円，教育費は，岩川小学校改築事業等の減により，３８．６％

減の１，７２３，７１７千円，災害復旧費は，過年発生農地・農業用施設災害復旧費等の

減により，９３．５％減の３６，６１４千円，公債費は，元金，利子の減により，１０．

１％減の２，８１８，９６６千円を計上しました。

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 議会費 191,323 0.7 223,456 0.8 △ 32,133 △ 14.4

2 総務費 3,086,854 11.9 3,078,852 11.5 8,002 0.3

3 民生費 7,923,994 30.5 7,952,928 29.6 △ 28,934 △ 0.4

4 衛生費 1,432,158 5.5 1,378,215 5.1 53,943 3.9

5 労働費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

6 農林水産業費 2,830,762 10.9 1,940,853 7.2 889,909 45.9

7 商工費 3,272,718 12.6 3,186,030 11.9 86,688 2.7

8 土木費 1,837,788 7.1 1,862,846 6.9 △ 25,058 △ 1.3

9 消防費 805,106 3.1 712,828 2.7 92,278 12.9

10 教育費 1,723,717 6.6 2,807,720 10.4 △ 1,084,003 △ 38.6

11 災害復旧費 36,614 0.1 563,867 2.1 △ 527,253 △ 93.5

12 公債費 2,818,966 10.9 3,137,405 11.7 △ 318,439 △ 10.1

13 予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

25,990,000 100.0 26,875,000 100.0 △ 885,000 △ 3.3

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率
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・性質別前年度比較表

（概要）

人件費は，国の通知に基づき出動報酬創設による消防団員報酬等の増により，２．

７％増の３，２４４，４２７千円となり，物件費は，本庁舎増築事業に伴う事務用機器

購入等の増により，３．８％増の４，２７５，４４４千円を計上しました。扶助費は，

児童福祉扶助費の施設型給付費等の減により，１．８％減の４，４７４，５３８千円，

補助費等は，畜産クラスター事業補助金等の増により，６．５％増の２，５９７，

２７７千円，公債費は，償還元金及び利子の減により，１０．１％減の２，８１８，

９６６千円を計上しました。積立金は，宅地関連等災害復旧事業基金積立金等の減によ

り，２．６％減の１，９０６，５０６千円，投資及び出資金は，南九州畜産獣医学拠点

事業に伴う施設運営団体設立出資金の増により，皆増の３，０００千円を計上しました。

普通建設事業費は，岩川小学校改築事業等の減により，８．５％減の３，６９３，５７３

千円を計上しました。繰出金は，国民健康保険特別会計繰出金等について，昨年度並み

の２，５７９，４７５千円を計上しました。

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

 1 人件費 3,244,427 12.5 3,160,377 11.8 84,050 2.7

 2 物件費 4,275,444 16.5 4,120,467 15.3 154,977 3.8

 3 維持補修費 330,180 1.3 293,958 1.1 36,222 12.3

 4 扶助費 4,474,538 17.2 4,555,134 16.9 △ 80,596 △ 1.8

 5 補助費等 2,597,277 10.0 2,438,735 9.1 158,542 6.5

（消費的経費合計） 14,921,866 57.4 14,568,671 54.2 353,195 2.4

 6 普通建設事業費 3,693,573 14.2 4,037,622 15.0 △ 344,049 △ 8.5

    (1) 補助事業費 1,182,130 4.6 1,888,145 7.0 △ 706,015 △ 37.4

    (2) 単独事業費 2,165,423 8.3 1,828,871 6.8 336,552 18.4

    (3) 国直轄事業負担金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

    (4) 県営事業負担金 346,020 1.3 320,606 1.2 25,414 7.9

 7 災害復旧事業費 36,614 0.1 563,867 2.1 △ 527,253 △ 93.5

（投資的経費計） 3,730,187 14.4 4,601,489 17.1 △ 871,302 △ 18.9

 8 公債費 2,818,966 10.9 3,137,405 11.7 △ 318,439 △ 10.1

 9 積立金 1,906,506 7.3 1,957,618 7.3 △ 51,112 △ 2.6

10 投資及び出資金 3,000 0.0 0 0.0 3,000 皆増

11 繰出金 2,579,475 9.9 2,579,817 9.6 △ 342 △ 0.0

12 予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

（その他の経費合計） 7,337,947 28.2 7,704,840 28.7 △ 366,893 △ 4.8

25,990,000 100.0 26,875,000 100.0 △ 885,000 △ 3.3

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率

そ
の
他
の
経
費

消
費
的
経
費

投
資
的
経
費
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④ 特定目的基金の状況

・当初予算編成時の基金繰入状況

・令和４年度当初予算編成後及び各年度決算による基金残高の推移

（単位：千円）

（単位：千円

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

区　　 　分
令和4年度

　当初予算（A)
令和3年度

　当初予算（A)
増減額
（A)-(B)

増減率

千円 千円 千円 ％

財 政 調 整 基 金 925,765 906,392 19,373 2.1

その他特定目的基金 2,337,673 2,595,548 △ 257,875 △ 9.9

合　　　　計 3,263,438 3,501,940 △ 238,502 △ 6.8

基金名 28年度末 29年度末 30年度末 元年度末 2年度末
3年度末
見込み

4年度
当初予算後

1 財政調整基金 3,140,206 3,064,886 2,970,538 2,785,402 2,959,909 2,655,417 1,729,887

2 減債基金 707,314 708,300 709,285 710,072 710,515 710,871 710,943

3 ふるさと開発基金 1,199,336 1,307,506 1,210,049 1,101,192 1,148,080 1,203,598 1,053,698

4 その他の基金 4,017,463 4,634,218 5,209,918 5,501,206 5,536,854 4,747,716 4,466,142

9,064,319 9,714,910 10,099,790 10,097,872 10,355,358 9,317,602 7,960,670

219,890 650,591 384,880 △ 1,918 257,486 △ 1,037,756 △ 1,356,932

計

対前年度増減額

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000
その他の基金

ふるさと開発基金

減債基金

財政調整基金
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⑤ 市債の状況

・市債の発行額の推移

（単位：千円）

・市債の借入残高の推移

（単位：千円）

（単位：千円）

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

28年度決算 29年度決算 30年度決算 元年度決算 2年度決算 3年度見込み ４年度当初予算

臨時財政対策債 545,800 544,800 531,900 398,200 391,800 364,300 163,000

臨財債を除く市債額 1,741,500 1,556,700 1,915,900 2,579,200 3,685,700 4,437,200 2,361,000

合  計 2,287,300 2,101,500 2,447,800 2,977,400 4,077,500 4,801,500 2,524,000

対前年度増減額 △ 1,043,900 △ 185,800 346,300 529,600 1,100,100 724,000 △ 2,277,500

増減率 -31.3% -8.1% 16.5% 21.6% 36.9% 17.8% -47.4%

28年度決算 29年度決算 30年度決算 元年度決算 2年度決算 3年度見込み ４年度当初予算

臨時財政対策債 7,847,488 7,802,102 7,696,195 7,435,006 7,130,229 6,775,054 6,234,070

臨財債を除く市債残高 18,765,912 17,863,703 17,159,876 17,352,203 18,644,373 20,514,028 20,829,691

合  計 26,613,400 25,665,805 24,856,071 24,787,209 25,774,602 27,289,082 27,063,761

対前年度増減額 △ 507,905 △ 947,595 △ 809,734 △ 68,862 987,393 1,514,480 △ 225,321

増減率 -1.9% -3.6% -3.2% -0.3% 4.0% 5.9% -0.8%

臨財債を除く市債残高
増減率

-2.7% -4.8% -3.9% 1.1% 7.4% 10.0% 1.5%

2,000,000

7,000,000

12,000,000

17,000,000

22,000,000

27,000,000

臨財債を除く市債残高

臨時財政対策債
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⑥ 主要事業 （●印は重点事業，★印は新規事業）

【総務課】

ア 自治会活動の促進（７５，４５７千円）
(ｱ) 協働社会の充実と助け合う地域づくりを推進し，安心して生活できる地域づくりの確立と自治活動
の基盤整備を促進する。
⑴ 自治会振興補助金の交付（５３，８６４千円）
⑵ 自治会統合に対する助成（４４０千円）
⑶ 自治会加入促進助成金の交付（１，５００千円）
⑷ 自治公民館建設・改修，備品購入等に対する助成（２，５００千円）
⑸ 集落支援員（６人）の配置（１２，３６７千円）

●⑹ 地域コミュニティ協議会補助金及び同モデル地区設立準備検討委員会補助金（４，５１０千円）
⑺ 市職員による自治会相談員制度の定着（２７６千円）

イ 交通安全・防犯対策（１２，５０５千円）
(ｱ) 各種団体や曽於警察署等との連携のもと交通安全教育や街頭指導，広報活動等を実施する。また，
年２回，大規模な立哨活動を実施する。

(ｲ) 官民が一体となった犯罪や事故等の未然防止により，住みよい安全・安心なまちづくりの実現に向
けた積極的な取り組みを実施する。
⑴ 防犯灯設置に対する助成（９８０千円）
⑵ 安全安心まちづくり指導員を配置（１人）

(ｳ) 犯罪抑止及び犯罪，行方不明者捜索等の早期解決を実現し，市民の安全・安心を図る。
⑴ 市内９か所に設置した防犯カメラの適正な運用及び啓発を図る。（１，９９６千円）
⑵ 市内に営業所を有する事業者，個人事業主の車へのドライブレコーダー設置に対する補助制度を
継続し，情報提供による早期解決と，犯罪抑止を図る。（１，０００千円）

ウ 選挙費（３２，７３１千円）
(ｱ) 明るく公正な選挙の執行と投票率向上を推進する。
★⑴ 参議院議員通常選挙（令和４年７月）
★⑵ 県議会議員選挙（令和５年４月）

エ 行政情報システムの整備（１９５，０１３千円）
(ｱ) 行政サービスの向上，行政事務の効率化，地域社会の変動に対応した基盤強化を行う。
●⑴ 本年１０月の組織再編・本庁集約に向けて，増築庁舎，既設庁舎のネットワーク設定，変更，Ｌ

ＡＮケーブルの改修等を行い，市民サービスの向上を図る。
●⑵ 本庁集約による支所庁舎の職員数減に伴い，支所地域の市民サービスの維持向上を図るため，支

所庁舎来庁市民が，顔を見ながら手軽に本庁職員と相談などの会話ができる全職員にモバイルノ
ートＰＣを配置する。

★⑶ 今後の職員数の縮減に向けて，電子決裁，出退勤管理システムの導入，全庁舎内への無線ＬＡＮ
の整備，及び感染症拡大防止対策としてテレワークシステムの整備を図る。

オ 共生協働社会推進事業（２，７４９千円）
(ｱ) 地域住民が，元気でいきいきとした生活ができるための市民提案型地域づくり活動を支援する。
(ｲ) 市民提案内容において，「自由型」と「指定型」に分けて，活動を支援する。

カ 消防・防災対策（８０５，１０６千円）
(ｱ) 災害，火災等を想定した安全安心なまちづくりを推進する。
⑴ 大隅曽於地区消防組合の常備消防体制の維持・強化
⑵ 地域の消防団等の活動拠点の整備
★・消防団詰所（笠木分団）の移転改築（４７，９７１千円）
・消防施設の充実，消火栓設置工事，防火水槽設置工事
・消防分団装備の充実（４３，４０６千円）

消防ポンプ自動車１台（麓分団）
小型ポンプ軽積載車２台（笠木分団，菅牟田分団）
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⑶ 消防団員の確保及び緊急事態への即座の対応
・消防団員の自動車運転免許取得補助制度の継続（１，０００千円）

★・消防団員の処遇改善のため出動報酬の創設等を行い，新規団員の確保等による地域の安全を
図る。

⑷ 防災対策の充実
・公民館単位の自主防災組織の育成及び連絡会組織の充実により，防災意識の向上を図る。
・災害を想定した訓練の実施
・災害対策用品の購入（２，６００千円）
・届出避難所登録制度の継続（４４８千円）

★・令和４年１０月に整備される，災害時に迅速な情報収集，避難情報発出などを行うための災害
対策総合システムの適切な運用を図り，市民の安全を確保する。

【企画課】

ア まち・ひと・しごと創生に関する施策の推進
● (ｱ) 地域創生推進室を核とした曽於市のまち・ひと・しごと創生に関する施策を推進する。
● (ｲ) 企業版ふるさと納税寄附金の活用（３，２７４千円）

⑴ 地方創生の取り組みの更なる充実に向け，企業版ふるさと納税制度の周知を図る。
⑵ 企業版ふるさと納税寄附企業に対し，本市との新たなパートナーシップを構築する。

イ 情報発信事業 （４９，２３１千円）
(ｱ) 市報そお，ホームページ，各種ＳＮＳ，テレビＣＭ等による情報を発信する。
(ｲ) コミュニティFM放送局の運営（２３，０００千円）

行政の情報伝達手段として，コミュニティＦＭ放送局より，地域の小さい話題や行政からの情報，
市民の暮らしに役立つ情報などを伝えるとともに，災害発生情報や防災に関する情報を早く広く伝
える。

(ｳ) 曽於市出身者を対象に，「曽於市ＰＲ大使」を委嘱し，市の知名度アップを図る。

ウ 地上デジタルテレビ放送難視聴地域解消事業（４，１９１千円）
(ｱ) 市内の地上デジタルテレビ共聴組合が継続的に運営していけるように運営助成金を交付する。

エ 男女共同参画，子ども・若者育成支援のための取り組み（１，９２２千円）
(ｱ) 男女共同参画推進講座，魅力アップセミナーを実施する。
(ｲ) ＤＶ被害者支援

●オ 定住促進対策事業（６０，６２５千円）
(ｱ) 財部地域の宅地分譲の販売開始
(ｲ) 曽於市の魅力の発信や都市農村交流の促進，移住交流事業の促進を図る。
⑴ 移住・田舎暮らし体験ツアーの実施（３，０００千円）
(ｳ) 定住促進に向けた対策を実施する。
⑴ 住宅取得祝い金等の支給
⑵ 空き家バンク登録住宅改修補助金の交付
⑶ 市有地活用定住促進補助金の交付
⑷ 結婚応援プロジェクトの実施
(ｴ) 古民家の有効活用及び地域活性化のモデル提案事業の実施

カ 交通対策事業（１００，３３６千円）
(ｱ) 高齢者等の移動手段のための思いやりタクシーやバスの運行を実施する。
(ｲ) 生活交通路線維持のための廃止代替バス等の運行費を助成する。

キ 企業誘致対策事業（５０，４５５千円）
(ｱ) 企業立地に向けた情報収集や企業訪問などの積極的な誘致活動を実施する。
⑴ 企業誘致支援員配置
(ｲ) 誘致企業への雇用及び設備投資等の助成を行う。



- 12 -

⑴ 雇用促進補助金の交付
⑵ 工場設置補助金の交付
⑶ 企業人材育成補助金の交付
⑷ 企業合宿誘致補助金の交付

●ク 南九州畜産獣医学拠点事業（４５，６６６千円）
(ｱ) 財部高校跡地に全国の獣医系大学から学生を受け入れ，国際基準の共同利用実習拠点としての
機能を持つ，南九州畜産獣医学拠点を鹿児島大学と連携して，令和３年度に引き続き整備する。
現在の教室や職員室を，大学水準の教育研究が可能となるよう，講義室や実験室，教育研究室，
学生の宿泊室などへ整備し，臨床用並びに動物福祉に配慮した家畜飼養管理実証のための家畜飼
養施設（牛舎３棟，鶏舎１棟）の整備を行う。また，産官学連携を行い，新たな産業を創出する
ことを目的とする賃貸オフィスを整備する。
この拠点を整備することにより，市外からの新しい人の流れ，専門人材の育成及び新たな雇用

の場の創出を行うことを目指す。

ケ 山中貞則顕彰記念事業（２１，６８３千円）
(ｱ) 平成２６年４月にオープンした山中貞則顕彰館を，後世を担う若者の勉学修行の場，市民の研
修・憩いの場として活用する。昨年度延期した故山中貞則氏の生誕１００年記念事業を関係団体
と連携し実施する。

コ 地域おこし協力隊事業（９，５７２千円）
(ｱ) 市外から曽於市内に生活の拠点を移した者を「地域おこし協力隊員」として委嘱し，隊員は，
農業ふれあい事業や地場産品の開発，ＰＲ等の地域おこし活動を行う。

サ 地域IoT実装推進事業（３，４００千円）
(ｱ) 地図情報システムやドローン等の革新的技術を活用し，スマート自治体への転換を推進します。
⑴ 地図情報システムの保守
⑵ 地図情報システムの活用で自然災害の被害情報の共有を促進
⑶ 同システムを活用した現地調査業務等の負担軽減を行う。

シ 地域情報化推進事業（１５，９６７千円）
(ｱ) ＩＣＴの活用による住民サービスの向上や行政サービスの効率化・高度化を図ります。

★ ⑴ 移動通信システムを活用したコネクテッドカーの導入（１５，３１３千円）
⑵ 公共施設の無料Ｗｉ-Ｆｉの整備

【財政課】

●ア 財政運営の健全化
様々な行政サービスを行うには，将来にわたって健全な財政を維持する必要があることから，今後

も，国や県等の施策を注視しながら，総合振興計画や行政改革大綱，財政計画等に沿って，歳出の合
理化，効率化，重点化など，財政健全化に向けた全庁的な取り組みを行うとともに，将来を見据えた財政運
営に努める。

●イ 庁舎の整備
本庁・支所機能再編計画に基づいて，本庁の増築庁舎整備と駐車場整備等を実施する。
（６５０，８２７千円）
また，本庁既存庁舎改修工事，大隅支所庁舎と財部支所庁舎の建替に伴う基本計画を策定する。

ウ 入札契約
透明性の確保及び公正な競争を促進するとともに，地域経済の活性化及び有資格業者の手持ち工事

の状況など総合的に勘案し，市内業者の受注機会の確保を図り，入札・契約を適正に執行する。
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【税務課】

ア 納税の啓発
イ 適正かつ公平な課税
ウ 収納率向上と未納額の早期解消へ向けた滞納者の十分な調査及び滞納処分の強化

【市民課】

ア 戸籍住民基本台帳・国民年金事務
●(ｱ) 戸籍住民基本台帳事務は，個人の身分関係を取り扱う事務であることから，正確で迅速な対応と，

増築庁舎完成時には総合窓口を設置し，証明書の一括発行，転入転出などのライフイベントの手続
をワンストップサービスで行い，住民サービスの向上に努める。また，マイナンバーカードの申請
及び交付体制を整え交付率の向上を図りマイナンバ－カ－ド取得促進に取り組む。
（４９，９０３千円）

(ｲ) 国民年金事務は，加入促進を図るとともに，年金制度の周知徹底と窓口機能の充実に努める。
（１，４１７千円）

イ 生活環境の整備
●(ｱ) ごみ処理施設であるクリーンセンターの適正な運転及び効率的運営を行う。（１４２，１２２千円）
(ｲ) 資源ごみのリサイクル化とごみの減量化及び環境保全への取組を強化する。（１７６，４４８千円）
(ｳ) 曽於市斎苑の適正な管理と火葬業務の円滑な運営に努める。（２７，０７７千円）
(ｴ) 合併浄化槽設置整備を推進し，河川の浄化や清流の保全に努める。
(ｵ) 曽於北部衛生処理組合の施設を維持する。（７３，９８９千円）

【福祉課（福祉事務所）】

ア 社会福祉（１００，２８２千円）
(ｱ) 医療・介護・福祉・年金等さまざまな相談やニーズに対応するため，民生委員・児童委員の方々

と連携し，市民総ぐるみによる福祉活動の推進及び地域福祉を推進する。
⑴ 民生委員活動費
⑵ 地域自殺対策緊急強化事業

●⑶ 生活困窮者自立支援事業（１５，２９５千円）
⑷ 生活困窮者自立支援一時生活支援事業費（３８７千円）
⑸ 生活困窮者自立支援就労準備支援事業費（３，０８９千円）
⑹ 生活困窮者自立支援家計改善支援事業費（２，６４９千円）
⑺ 生活困窮者自立支援子ども学習支援事業費（７，５５８千円）
⑻ 芙蓉之塔管理費（８０３千円）
⑼ 成年後見制度利用支援事業（７，２０５千円）

イ 高齢者福祉（３３２，０４３千円）
(ｱ) 高齢者が住み慣れた地域で安心した生活ができるような支援体制を充実する。
⑴ 訪問給食サービスの提供
⑵ 訪問専門員による見守り活動の充実や地域が自ら行う在宅福祉アドバイザーや新聞販売所等のネ
ットワークを通じた見守り活動の促進

⑶ 在宅での介護支援や住宅改造の支援
★⑷ 聴力機能低下により日常生活に支障がある高齢者に対して補聴器購入の補助（２，０００千円）
(ｲ) 高齢者が自分の能力や特技を生かし地域に貢献し生きがいの持てる地域社会を構築する。
(ｳ) 市政発展に寄与された高齢者の功労を讃える取り組みを行う。
⑴ 敬老祝金を７５歳以上の方々へ全員支給

ウ 障害者福祉（１，５１５，４１０千円）
(ｱ) 身体障害や知的障害及び精神障害の３障害の一本化及び難病患者等を追加した総合支援法による
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障害者の在宅サービスや施設入所等の福祉向上を促進する。
(ｲ) 重度心身障害者医療費助成事業や特別障害者手当の支給などによる障害者及び家族が安心して暮
らせる事業を継続する。

エ 児童福祉（２，４７３，９５５千円）
(ｱ) 少子化対策への積極的な取り組みやひとり親家庭等への支援を行う。
●⑴ 出産祝金支給事業
⑵ ひとり親家庭医療費助成事業
⑶ 母子家庭等就労支援対策事業の実施
⑷ 父子・母子家庭等に対する児童扶養手当の支給

●⑸ 保育所の保護者負担金の軽減措置の継続（１，５００，１５５千円）
●⑹ 放課後児童クラブへの支援の継続（２０４，０７８千円）
⑺ 地域子ども・子育て支援事業

オ 生活保護（５９６，４８６千円）
(ｱ) 保護対象世帯の資産の活用状況や扶養義務者の把握など実地調査に基づく適正な保護事務を行う
とともに，その世帯の状況にあった生活や病状，教育等の支援を実施する。

(ｲ) 就労支援員や面接相談員の積極的な助言，指導により保護世帯等の自立を促進させる。

カ 子ども医療費助成事業（１０２，１４５千円）
●高校３年生相当時までの医療費の無料化を継続して実施する。

【保健課】

ア 健康増進事業（１３７，８８９千円 ）
(ｱ) 各種保健事業を実施する。
⑴ 生活習慣病の予防, 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上等により, 健康寿命の延伸

を実現するとともに, あらゆる世代の健やかな暮らしを支える良好な社会環境を構築する。
●⑵ 早期発見・早期治療を目的に各種検診の受診率向上を図るために，従来の集団検診に加えて，医

療機関での個別検診（胃がん，大腸がん，子宮がん，乳がん）を実施する。
⑶ 子宮がん，乳がんの節目対象者に対して無料クーポンを発行し，受診率向上を推進する。

★⑷ 健康寿命延伸プランである健康寿命を男女とも３年以上延伸することを目的に介護予防・フレイ
ル対策・認知症予防については, 担当する部署が横断的に一体的に取り組む。

(ｲ) そお生きいき健康センターの活用を促進する。
⑴ 乳幼児から高齢者までの健康増進及び福祉の向上を目的とする各種事業の充実。
⑵ 健康運動指導士等の配置や充実したトレーニング機器を活用した多様な健康づくり事業の提供。

(ｳ) 母子保健事業を実施する。
⑴ 女性が安心して子どもを産み育てるために，妊婦健診費用の助成や不妊治療費助成及び妊婦歯科
検診，未熟児の訪問指導，乳児家庭の全戸訪問などの実施する。

⑵ 産婦健診費用の助成，産後ケア事業の取り組みを継続する。

イ 子育て支援事業（２１，６４４千円）
●(ｱ) 母子保健法に基づき保健課に子育て世代包括支援センターを開設し，妊娠期から子育て期にわた

る切れ目のない支援を一体的に実施する。
(1) 子育て支援センターの運営事業（１６，０７２千円）
(2) 家庭児童相談室支援事業（５，５７２千円）

ウ 予防事業（１１２，６６０千円）
(ｱ) 少子化対策の重点施策として，各種予防接種費用の全額又は一部自己負担金の助成を行い，疾病
予防事業を実施する。

(ｲ) 結核検診を実施し，結核の早期発見・まん延予防に努める。

エ 地域医療支援（５５，２３４千円）
(ｱ) 救急医療等の医療の確保及び医療従事者の養成力の充実を図るため，医療施設等負担金を交付する。
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(ｲ) 医師不足や自殺防止対策及び市民が安心して生活できる環境づくりとして,24時間・年中無休体制
で，医師･看護師等による市民の健康・医療・育児・看護等の相談に応じるサービス事業を実施する。

(ｳ) 救急患者搬送のための医療体制整備を強化し,安定した運営と市民生活の向上をはかる。

●オ 感染症対策（１５６，０１１千円）
（ｱ）医療機関の協力を得て接種体制を構築し，国の新型コロナウイルスワクチン接種のスケジュール
に沿って接種を行う。

（ｲ）PCR検査費用に対する補助金の交付。
（ｳ）感染症の市内発生及び拡大防止のため予防対策関連用品の確保・備蓄を行う。

カ 国民健康保険・後期高齢者医療（６，２７２，１７８千円）
●(ｱ) 医療費の適正化対策や健康長寿を目指して，特定健康診査及び特定保健指導に鋭意努めるととも

に，脳卒中対策事業やＣＫＤ（慢性腎臓病）対策を推進し，生活習慣病の発症・重症 化の予防など
により，医療費増の抑制を図る。

(ｲ) 受診しやすい環境整備やがん検診受診率の向上を図るために，特定健診とがん検診等を組み合わ
せたミニドック事業を実施する。

(ｳ) 医療費高騰や景気低迷等に伴う財政悪化を改善するとともに，保険税の負担軽減を図るために，
市単独の一般会計繰入を実施する。

(ｴ) ７５歳以上の後期高齢者医療制度については，医療費抑制を図るために重複・頻回受診者訪問指
導や長寿健診及び長寿健診要医療者訪問指導事業を実施する。

(ｵ) 温泉保養券を６５歳以上の全市民を対象とする入浴保養券として助成する。

【介護福祉課】

介護保険（５，９５９，６０９千円）
ア 介護給付

高齢者が住み慣れた地域で，安心して，その人らしい生活が継続できるよう介護サービスの充実と
適正な給付を図る。

イ 地域支援事業
⑴ 地域包括支援センターの機能充実を図るため市との連携を深める。
⑵ 認知症対応型のグループホームに入所している低所得高齢者の負担軽減を図るために，家賃等の
一部助成を引き続き実施する。

⑶ 地域福祉相談センターと地域包括支援センター及び生活支援コーディネーターとのより一層の連
携・協力体制の整備を図る。

⑷ 独居老人等の要援護者支援対策として，地域で安心して生活できるよう緊急通報装置（コールセ
ンター２４時間対応，見守りの為の専用機器の設置）の普及を図る。

⑸ 高齢者のニーズや介護の状態にあった多様なサービスを提供し，重度化防止を図る。

【農業委員会】

＜組織理念：かけがえのない農地と担い手を守り，力強い農業をつくる架け橋＞
ア 農地の確保と有効利用の促進等に係る活動の積極的な展開（８，３７０千円）
(ｱ) 認定農業者等担い手の経営改善に対応した農地の利用集積を促進する。
(ｲ) 耕作放棄地全体調査で確認した遊休地（要活用農地）に関する有効活用の啓発と利用促進する。

イ 農業従事者の将来の生活安定ための農業者年金への新規加入の促進（３８１千円）
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【農林振興課】

ア 農業の振興（１，０００，０２０千円）
(ｱ) これからの農業を担い支える新規就農者や農業後継者を育成する。
(ｲ) 園芸作物の各品目の栽培面積の維持拡大と輪作体系の確立を図る。

●★(1)かんしょ基腐病対策の取組み
(ｳ) 良質堆肥による健全な土づくりを基本とした環境保全型農業を推進する。
(ｴ) 水利用による品質の向上や作柄の安定による産地化を推進する。
(ｵ) そお茶銘柄確立のための茶業振興の推進する。
(ｶ) ゆずの産地形成に向けた取組みを支援する。
★(1)ゆず加工施設の整備（705,722千円）
(ｷ) 地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取り組みとして，６次化産業化を支援する。
(ｸ) 市内在住の外国人実習生の語学研修等の支援を行う。

●(ｹ) 農作業の受委託の確立，農業機械導入経費の節減，地域農業の支援組織としての機能強化を図る
ため，畜産のコントラクター事業を本格的に運用開始する。

(ｺ) 農地中間管理事業による担い手への農地集積による効率的利用により，生産性を向上する。
★(ｻ) 新型コロナウイルス感染症蔓延の影響を受けている販売農家を支援し，生産意欲向上及び社会情

勢に応じた生産販売を図るための支援（９０，０００千円）

イ 林業の振興（２１６，１６２千円）
(ｱ) 木材需要の拡大と林業生産活動の活性化を図るため，森林組合をはじめ関係機関や団体との連携を図
り，適切な森林施業を通じ森林の多面的機能の保全に配慮しながら林道や作業路等の基盤整備を推進する。
⑴ 防災のための治山事業推進
⑵ 市単独間伐促進対策，再造林及び下刈り促進対策事業を拡充する。
⑶ 林道の維持整備
⑷ 市有林の計画的造林保育

●(5) 森林環境譲与税事業を活用した、新たな森林管理経営制度の計画的な推進体制の整備及び森林整
備等の推進を図る。（65,847千円）
(6) 林業従事者確保のための技能習得支援。

●(ｲ) 農作物被害防止のための有害鳥獣駆除対策の支援。

【商工観光課】

ア 観光の振興（１０８，２３０千円）
(ｱ) 一般社団法人観光協会や道の駅など関係団体との連絡協調のもと，観光資源の保存開発及び特産
品の生産と販売事業を推進する。
⑴ （一社）市観光協会助成事業（３７，１２９千円）
⑵ 大隅広域観光推進事業
⑶ 観光関連イベント助成事業
⑷ ３か所の道の駅の施設管理運営

イ 商工業の振興（１７９，０５７千円）
(ｱ) 商工会などの関係機関や団体と緊密な連携を図り，地元商店街の活性化を推進する。
⑴ 商工業新規就業者補助
⑵ 店舗新築・改築補助
⑶ 商工業者設備資金・運転資金利子補給補助
⑷ 地域商品券発行事業

(ｲ) 農畜産物のブランド確立を推進する。
⑴ 認証品目の拡充と付加価値の高い製品作りによる販路拡大の促進
⑵ 新規加工食品開発の推進

●ウ 思いやりふるさと寄附金推進事業（２，８６４，５５９千円）
(ｱ）思いやりふるさと寄附金推進事業を重点的に推進する。
⑴ ふるさと納税制度を活用した思いやりふるさと寄附金推進事業を全国へＰＲする。
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⑵ ふるさと納税寄附者に対し，曽於市の特産品を贈呈し，本市の全国的なＰＲと地域活性化に努める。

【畜産課】

ア 畜産の振興（３８４，９４２千円）
●(ｱ) 畜産振興協議会による畜産振興と経営基盤の強化促進を図る。

⑴ 優良種畜の導入保留の確立・改良増殖対策及び組織の強化育成
(ｲ) 生産牛・肥育牛の素牛導入や経営改善等に伴う資金借入に対する農家負担を軽減するため，無利
子貸付事業や利子補給補助を実施する。
⑴ 畜産経営維持緊急支援対策資金等の利子補給補助金
⑵ 畜産振興基金による無利子の貸付事業

●(ｳ) 畜産生産基盤施設を整備するため，助成事業を実施する。
⑴ 省力化と多頭化が期待されるパドック式牛舎設置への助成
⑵ 既存牛舎の改造・増築への助成
⑶ 家畜排泄物の適正な管理及び環境保全に配慮した堆肥舎・尿溜槽の建設への助成
⑷ 畜産クラスター事業による施設等整備への補助金
(ｴ) 家畜防疫及び環境保全対策事業を実施する。
⑴ 法定伝染病の侵入防止と家畜防疫を図るために消毒薬を配布する。

(ｵ) 繁殖雌牛飼養頭数の確保を図るため繁殖雌牛導入保留対策事業を継続する。
（１頭当たり３０千円，１戸当たり１５頭を限度）

(ｶ) 肥育農家の素牛高騰による収益性の悪化を補てんするための肥育素牛導入保留対策事業を継続する。
（１頭当たり３０千円，１戸当たり４０頭を限度）

【耕地課】

ア 農業生産基盤の整備（７１５，９１４千円）
農業の生産性を高め，農業経営の安定を図るため，ほ場整備，農道整備，農業用用排水施設整備など，

農業の持続的発展を支える基盤の整備に努めるとともに，効果的な防災・減災対策事業の活用により，
災害に強い農村づくりを進める。
(ｱ) 国県補助事業及び市単独事業による農地，農業用施設の整備
⑴ 農道等維持補修費
⑵ 農業・農村活性化推進施設等整備事業
⑶ 市単独土地改良事業費
⑷ 土地改良施設維持管理適正化事業
⑸ 基幹水利施設管理事業
⑹ 農地耕作条件改善事業
⑺ 電源立地地域対策交付金事業

●(ｲ) 県営土地改良事業による農地，農業用施設の整備
⑴ 畑地帯総合整備事業 曽於北部地区
⑵ 農村地域防災減災事業（シラス） 竹山地区
⑶ 農村振興総合整備事業 末吉地区
⑷ 農地整備事業（畑地担い手支援型）大隅南地区
⑸ 農山漁村地域整備交付金農地整備事業 曽於北部地区
⑹ 中山間地域農業農村総合整備事業 第二大隅地区
⑺ 農地中間管理機構関連農地整備事業 七村地区

★⑻ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 蓑原地区・大隅田頭首工
●(ｳ) 畑地かんがい事業の推進

曽於北部地区と大隅南地区で県営事業を実施中であり，今後も関係機関と連携し，給水栓設置
及び散水器具の導入推進を図る。
また，国営事業で造成された曽於東部地区の中岳ダム及び曽於北部地区の谷川内ダムの管理に

ついては，曽於東部及び曽於北部土地改良区と協力しながら，基幹水利施設管理事業等を活用し，
適正な維持管理に努める。

●(ｴ) 多面的機能支払交付金の活用による地域資源保全の推進
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農業・農村の有する自然環境の保全，良好な景観形成等の多面的機能を支える地域共同活動
（地域資源（農地，水路，農道等）の基礎的保全活動や質的向上（長寿命化）を図る活動）に
支援を行い，地域資源の適切な保全管理を推進する。

【建設課】

ア 市道等の整備（道路新設改良費予算総額 ７２３，３８０千円）
(ｱ）今後ますます進む少子高齢化の中で，医療・福祉・子育てなど施設の利用に対する時間短縮や利便
性の向上と，通学路や通勤・生活道路としての安全性の確保

(ｲ) 老朽化する橋などの施設を補修し，延命化により長期コストの縮減
(ｳ) 防災・減災を図るための排水路や法面の整備の実施
(ｴ) 通行者等の安全を図るため防護柵の整備と区画線や外灯の維持管理

イ 河川・砂防・急傾斜地の施設の維持及び整備(河川費予算総額 ３６，８００千円)
(ｱ) 市管理河川の維持管理
(ｲ) 急傾斜地などの法面整備による安心して暮らせるまちづくり。

ウ 老朽化した公営住宅の改善及び改修，定住促進のための住宅整備（２６７，７９３千円）
(ｱ） 用途廃止に伴う公営住宅等の解体工事の実施
(ｲ) 市外からの転入者向けの地域振興住宅の建設
(ｳ) 住環境整備に向けた事業の推進
⑴ がけ地近接等危険住宅移転事業の実施
⑵ 木造住宅の耐震診断や耐震改修工事に対する補助金の交付
⑶ 狭あい道路整備等促進事業の実施
⑷ 空き家再生等推進事業の実施
⑸ 危険廃屋解体撤去補助金の交付
⑹ 住宅リフォーム促進事業補助金の交付
⑺ 宅地関連等災害復旧事業補助金の交付

エ 都市計画事業（８６，１０５千円）
(ｱ) 市内２１か所の都市公園の適切な維持管理を行う。
(ｲ) 公園施設長寿命化計画を策定し，計画的な維持管理と整備による安全で快適な利用を確保する。
(ｳ) 特殊地下壕等対策事業(八合原地区)の調査・整備を行う。（２１，４５２千円）

【水道課】

ア 浄化槽設置整備事業（６４，４６６千円）
(ｱ) 合併浄化槽設置整備を推進する。
⑴ 市町村設置型の廃止に伴い，整備事業区域を市内全域（下水道認可区域を除く）とする。
⑵ 単独浄化槽から合併浄化槽への切り替えについては，単独浄化槽の撤去費の補助上乗せに９万円，
配管費用に３０万円を上限として補助金の上乗せ。

イ 水道事業
(ｱ) 水の安定供給対策を図る。
⑴ 年次的に老朽施設を更新する。
⑵ 水源多重化を図り，今後も安定供給に努める。

ウ 公共下水道事業
平成９年に開始した工事が計画面積２００ｈａを概成し，今後は接続率の向上に努める。

(ｱ) 施設の適正な維持管理を行う。
(ｲ) 市のホームページや広報誌等を活用し下水道接続を推進する。
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【教育委員会】

＜基本理念＞ 個性豊かな教育と文化のかおるまちづくり

＜基本目標＞
「調和のとれた生きる力を備え，将来自立して，他者とともに生きることのできる曽於の児童生徒」
「地域とともにあり，生涯にわたって様々な活動や学習に取り組み，生きがいを創り出す曽於市民」

【教育委員会総務課】

ア 学びを支える教育環境の実現
(ｱ) 安全・安心な学校施設の整備と適切な維持管理，ＩＣＴ機器の充実（４４１,０５４千円）
⑴ ＩＴＣ機器や学習に必要な備品の整備，教諭等の校務パソコンの整備（再掲４５,８３４千円）
⑵ 既存校舎等の適切な維持管理や部分改修による危険除去工事等の実施
⑶ 旧岩川小学校解体工事（再掲１３９,００４千円）
⑷ 学校教諭の業務を支える学校主事の配置

(ｲ) 保護者の負担軽減
⑴ 遠距離通学者への通学補助（２,６７４千円）
⑵ スクールバスの運行（７７,４８７千円）
⑶ 中学校部活動等の各種大会出場補助（１,０００千円）
⑷ 育英奨学資金制度の充実および周知
⑸ 就学援助費制度の充実および周知（２７,９８３千円）

(ｳ) 安全でおいしい給食の提供と食育の推進（２５０,１７１千円）
⑴ 地産地消と献立内容の充実による食育の推進
⑵ 市内４か所の学校給食調理施設の適切な維持管理（１５３,７４５千円）
⑶ 新たな学校給食調理施設の設計業務委託料等（５２,３６０千円）
⑷ 給食費の保護者負担の軽減及び牛肉消費拡大補助（再掲４４,０６６千円）

(ｴ) 曽於高等学校の教育活動等の支援（１３,５９３千円）
⑴ 遠距離通学の支援
⑵ 資格取得費の支援
⑶ 大学等進学希望者への大手予備校受講支援
⑷ 全生徒を対象としたインターネット学習支援システムの導入支援
⑸ 笑顔輝き夢かなう事業への支援（課外活動支援等

【学校教育課】

ア 自律する力と共感する心を育てる学校教育の充実（１３８，５０２千円）
(ｱ) ＧＩＧＡスクール構想による学力向上
●⑴ ICT支援員の配置，電子黒板や児童生徒一人一台のタブレット端末の活用
⑵ ＡＬＴ（外国語指導助手）や日本人外国語指導助手の配置
⑶ 教職員研修への支援
⑷ 各種検定への補助
⑸ 学校活動支援員による支援

(ｲ) 生徒指導
⑴ スクールソーシャルワーカーや心の教室相談員の派遣
⑵ 適応指導教室での指導

(ｳ) 学校経営の充実
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★⑴ 学校経営支援事業
★⑵ 校務支援ソフトの導入

【社会教育課】
ア 社会教育・生涯学習の充実（３２９，３９３千円）
(ｱ) 社会教育分野

夢実現にチャレンジする青少年の育成
⑴ 青少年リーダー研修事業
⑵ チャレンジ・ザ・日本一富士登山事業
⑶ 青少年海外研修派遣事業
⑷ 家庭教育学級やＰＴＡ活動，地域学校協働活動等の充実

(ｲ) 生涯学習分野
様々な学習の場を提供し，生きがいを創り出す体制の推進

⑴ 曽於市総合大学の拡充
⑵ 自主文化事業の開催

⑶ 市立図書館の充実
⑷ 吉井淳二記念大賞展の全国展開

「絵のまち曽於市」らしい文化活動の振興

(ｳ) 文化財分野
地域に残る文化財や郷土芸能の保存継承の強化

⑴「岩川の弥五郎どん」などの無形民俗文化財の国指定に向けた取組の強化
⑵ 国指定文化財（天然記念物）の「溝ノ口洞穴」の保護活動

イ 市民の健康づくりと生涯スポーツの振興（１４１，６６２千円）
(ｱ) 保健体育分野

健康で活力あふれた生涯スポーツの推進
⑴ カヌー大会，健康づくり駅伝大会，悠久の森ランニング大会等の開催
⑵ スポーツ関係団体の育成支援と競技スポーツの振興
⑶ 社会体育施設の計画的・年次的な改修の実施
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⑷ 特別会計

① 国民健康保険特別会計

（予算編成概要）

国民健康保険制度は，長期的な安定運営を確保していくため，逐次，法改正が行われ，
平成30年度からは県が財政運営の責任主体として，国保運営の中心的な役割を担うことに
なり市町村と共同で運営しています。
予算編成については，国民健康保険制度の使命とその性格に鑑み，これまでの実績を基

に，療養給付費，療養費，高額療養費，国民健康保険事業納付金等を推計し，これを賄う

に足りる保険税を公平かつ適正に賦課徴収することを旨としています。

また，療養諸費等は，年間平均の世帯数を対前年度１．９％減の５，７９１世帯，被保

険者数を対前年度約３．０％減の９，４４５人として見込んだところです。

市民一人ひとりが健康であることが医療費の引き下げにつながるものであり，特定健康
診査等の目的を達成することと併せて，被保険者の健康づくりへの意識高揚に努めるとと
もに，収支両面にわたる経営改善についても一層努力してまいります。
予算総額は，５，６２１，２１９千円となり，令和３年度当初予算に対して，２１，

１４６千円，０．４％の減となりました。

（歳　入）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 国民健康保険税 707,405 12.6 732,786 13.0 △ 25,381 △ 3.5

2 使用料及び手数料 110 0.0 110 0.0 0 0.0

3 国庫支出金 0 0.0 2,112 0.0 △ 2,112 皆減

4 県支出金 4,203,405 74.8 4,200,237 74.4 3,168 0.1

5 財産収入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6 繰入金 688,281 12.2 685,102 12.2 3,179 0.5

7 繰越金 20,000 0.4 20,000 0.4 0 0.0

8 諸収入 2,017 0.0 2,017 0.0 0 0.0

5,621,219 100.0 5,642,365 100.0 △ 21,146 △ 0.4

（歳　出）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 総務費 74,990 1.3 81,443 1.4 △ 6,453 △ 7.9

2 保険給付費 4,135,386 73.6 4,137,907 73.3 △ 2,521 △ 0.1

3 国民健康保険事業費納付金 1,325,327 23.6 1,348,605 23.9 △ 23,278 △ 1.7

4 共同事業拠出金 3 0.0 3 0.0 0 0.0

6 保健事業費 64,660 1.1 59,686 1.1 4,974 8.3

8 公債費 370 0.0 617 0.0 △ 247 △ 40.0

9 諸支出金 5,262 0.1 4,104 0.1 1,158 28.2

10 予備費 15,221 0.3 10,000 0.2 5,221 52.2

5,621,219 100.0 5,642,365 100.0 △ 21,146 △ 0.4

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 入 合 計

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率

款
構成比 構成比 増減率
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② 後期高齢者医療特別会計

（予算編成概要）

平成20年度から施行された75歳以上(65歳以上の一定の障害のある方を含む)を対象とし

た後期高齢者医療制度は，現役世代と高齢者がその負担能力に応じて公平に負担し，医療

の給付等に資する事を目的としています。

また，各県の後期高齢者医療広域連合が保険者となり，保険料の制定や医療費の支払等

を行い，県内公平な賦課が行われているところです。

市町村の業務は，介護保険料同様に個々に賦課される保険料の収納と保険証交付等の窓
口業務が主となっています。保険料の収納に当っては特別徴収が主であり，特別徴収がで
きない方については普通徴収となっています。
令和４年度における後期高齢者医療特別会計予算については，２年毎に実施される保険

料率の改定により，令和４年度から５年度の保険料率を所得割率１０．８８％，均等割額
５６，９００円とし，年間平均の被保険者数を７，９９２人として保険料等を見込みまし
た。
予算総額は，６５０，９５９千円となり，令和３年度当初予算に対して，３１，４６７

千円，５．１％の増となりました。

（歳　入）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 後期高齢者医療保険料 373,699 57.4 362,844 58.6 10,855 3.0

2 使用料及び手数料 11 0.0 11 0.0 0 0.0

4 繰入金 275,647 42.3 255,035 41.1 20,612 8.1

5 繰越金 500 0.1 500 0.1 0 0.0

6 諸収入 1,102 0.2 1,102 0.2 0 0.0

650,959 100.0 619,492 95.2 31,467 5.1

（歳　出）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 総務費 22,778 3.5 24,064 3.9 △ 1,286 △ 5.3

2
後期高齢者医療広域連合
納付金

627,130 96.3 594,377 95.9 32,753 5.5

3 諸支出金 1,051 0.2 1,051 0.2 0 0.0

650,959 100.0 619,492 100.0 31,467 5.1

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 入 合 計

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率

款
構成比 構成比 増減率
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③ 介護保険特別会計

（予算編成概要）

介護保険制度は，加齢に伴って要支援あるいは要介護状態になっても必要なサービスを

総合的かつ一体的に提供することにより，その人の能力に応じて自立した日常生活が営め

るよう，国民みんなで支えあう仕組みとして定着してきました。この間，より実態に即し

た制度となるよう幾度となく改正が行われており，令和４年度も,サービスが必要となっ

た際の介護給付や予防給付と，多様なサービスを展開することにより住みなれた地域で，

いつまでも安心して暮らし続けていくことができるような地域支援事業を現状分析を行い

ながら充実させてまいります。

予算総額は，５，９５９，６０９千円となり，令和３年度当初予算に対して，１０７，
６９１千円，１．８％の増となりました。

（歳　入）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 保険料 868,623 14.6 871,199 14.9 △ 2,576 △ 0.3

2 使用料及び手数料 20 0.0 20 0.0 0 0.0

3 国庫支出金 1,638,149 27.5 1,636,338 28.0 1,811 0.1

4 支払基金交付金 1,538,204 25.8 1,507,123 25.8 31,081 2.1

5 県支出金 837,705 14.1 821,229 14.0 16,476 2.0

6 繰入金 1,029,842 17.3 1,008,023 17.2 21,819 2.2

7 繰越金 45,000 0.7 6,000 0.1 39,000 650.0

8 諸収入 6 0.0 6 0.0 0 0.0

9 分担金及び負担金 2,053 0.0 1,976 0.0 77 3.9

10 財産収入 7 0.0 4 0.0 3 75.0

5,959,609 100.0 5,851,918 100.0 107,691 1.8

（歳　出）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 総務費 146,364 2.5 147,803 2.5 △ 1,439 △ 1.0

2 保険給付費 5,553,730 93.2 5,444,840 93.0 108,890 2.0

3 地域支援事業費 249,915 4.2 249,368 4.3 547 0.2

4 基金積立金 8 0.0 5 0.0 3 60.0

5 公債費 247 0.0 411 0.0 △ 164 △ 39.9

6 諸支出金 6,052 0.1 6,052 0.1 0 0.0

7 予備費 3,293 0.0 3,439 0.1 △ 146 △ 4.2

5,959,609 100.0 5,851,918 100.0 107,691 1.8

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 入 合 計

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率

款
構成比 構成比 増減率
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④ 生活排水処理事業特別会計

（予算編成概要）

河川や湖沼などの公共用水域の水質汚濁の主な原因は，家庭から未処理で排出される台

所や風呂などの生活雑排水によるものであり，その適正な処理を図ることを目的に，財部

地区では浄化槽市町村整備推進事業に着手し事業を推進してまいりました。

事業開始の平成１４年度から令和３年度までの２０年間の計画期間を終了し，この間の
設置基数は，１，１０９基となり当初の目的を達成したことや市内の浄化槽整備推進制度
を統一するため，令和３年１２月議会で条例改正を行いました。
条例改正の内容は，令和４年度から市町村設置型による浄化槽の新設を行わないことと

し，設置後１０年を経過した浄化槽について設置年度の古いものから順次所有者へ無償譲
渡することにしました。
これらの制度改正により，令和４年度の当初予算では浄化槽の新設にかかる予算を削減

し，維持管理に関する予算のみの計上となっております。
予算総額は，６８，３７４千円となり，令和３年度当初予算に対して，４４，４２１千
円，３９．４％の減となりました。

（歳　入）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 分担金及び負担金 0 0.0 6,735 6.0 △ 6,735 皆減

2 使用料及び手数料 44,368 64.9 46,154 40.9 △ 1,786 △ 3.9

3 国庫支出金 0 0.0 15,418 13.7 △ 15,418 皆減

4 県支出金 0 0.0 267 0.2 △ 267 皆減

5 財産収入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6 繰入金 24,002 35.1 20,417 18.1 3,585 17.6

7 繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

8 諸収入 2 0.0 2 0.0 0 0.0

9 市　債 0 0.0 23,800 21.1 △ 23,800 皆減

68,374 100.0 112,795 100.0 △ 44,421 △ 39.4

（歳　出）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 総務費 52,735 77.1 50,597 44.9 2,138 4.2

2 生活排水処理事業費 0 0.0 46,876 41.6 △ 46,876 皆減

3 公債費 15,139 22.2 14,822 13.1 317 2.1

4 予備費 500 0.7 500 0.4 0 0.0

68,374 100.0 112,795 100.0 △ 44,421 △ 39.4

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 入 合 計

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

歳 出 合 計

款
構成比 構成比 増減率

款
構成比 構成比 増減率
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⑸ 企業会計

① 水道事業

（予算編成概要）

水道事業は，市民が健康で豊かな生活を営むうえで，良質かつ安全で安定した水の供給

が常に求められているところです。

令和４年度予算は，令和２年度実績及び令和３年度実績見込みを基に編成しました。施

設整備は，水源施設，管路の更新が主なものです。

令和４年度は，業務予定量として給水戸数を１５，０３９戸，年間給水量３，２７８，

８２６立方メートル，1日平均給水量８，９８３立方メートルを予定しています。

（収益的収入～水道事業収益）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　営業収益 500,371 86.7 505,471 87.0 △ 5,100 △ 1.0

２　営業外収益 76,447 13.3 75,272 13.0 1,175 1.6

３　特別利益 10 0.0 10 0.0 0 0.0

合        計 576,828 100.0 580,753 100.0 △ 3,925 △ 0.7

（収益的支出～水道事業費用）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　営業費用 527,531 93.3 527,980 93.2 △ 449 △ 0.1

２　営業外費用 35,053 6.2 37,405 6.5 △ 2,352 △ 6.3

３　特別損失 1,000 0.2 400 0.1 600 150.0

４　予備費 1,600 0.3 1,000 0.2 600 60.0

合        計 565,184 100.0 566,785 100.0 △ 1,601 △ 0.3

（資本的収入）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　企業債 0 0.0 0 0.0 0 0.0

２　国庫補助金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合        計 0 0.0 0 0.0 0 0.0

（資本的支出）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　建設改良費 311,991 73.4 251,548 69.9 60,443 24.0

２　企業債償還金 112,799 26.6 108,094 30.1 4,705 4.4

合        計 424,790 100.0 359,642 100.0 65,148 18.1

（単位：千円，％）

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

（単位：千円，％）

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率
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②公共下水道事業

（予算編成概要）

公共下水道事業は，生活環境の改善と公共用水域の水質汚濁防止を目的に，平成９年度

に事業認可を受け，平成２８年度で計画面積２００haを概成したところです。

公営企業会計を適用し安定した経営を図り，施設の適正な維持管理と下水道への加入促進

に取り組んでまいります。

令和４年度は，業務予定量として接続戸数を１，７３８戸，年間排水量３７９，００９

立方メートル，１日平均排水量１，０３８立方メートルを予定しています。

（収益的収入～下水道事業収益）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　営業収益 45,015 19.3 43,815 17.4 1,200 2.7

２　営業外収益 188,031 80.7 208,089 82.6 △ 20,058 △ 9.6

３　特別利益 2 0.0 2 0.0 0 0.0

合        計 233,048 100.0 251,906 100.0 △ 18,858 △ 7.5

（収益的支出～下水道事業費用）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　営業費用 176,328 88.8 205,876 89.5 △ 29,548 △ 14.4

２　営業外費用 21,686 10.9 23,605 10.3 △ 1,919 △ 8.1

３　特別損失 501 0.3 501 0.2 0 0.0

４　予備費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

合        計 198,516 100.0 229,983 100.0 △ 31,467 △ 13.7

（資本的収入）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　企業債 16,000 76.9 16,000 76.9 0 0.0

２　負担金等 4,800 23.1 4,800 23.1 0 0.0

３　補助金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合        計 20,800 100.0 20,800 100.0 0 0.0

（資本的支出）

予算額 予算額 増減額

（A) （A) (C)=(A)－(B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１　建設改良費 10,196 8.4 8,500 7.3 1,696 20.0

２　企業債償還金 111,200 91.6 108,734 92.7 2,466 2.3

合        計 121,396 100.0 117,234 100.0 4,162 3.6

（単位：千円，％）

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

（単位：千円，％）

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

令和4年度 令和3年度 比　　　　　較

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率

項　　目
構成比 構成比 増減率
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⑹ 令和３年度 最終(３月)補正予算

会計別補正予算集計表

令和３年度曽於市一般会計補正予算第１１号を提案しますが，今回の補正予算は，

それぞれの事業の確定及び執行見込みによる増減が主なもので，歳入については，交

付額の確定による地方交付税及び国の補正予算に伴う国庫支出金の追加や実績見込み

による寄附金，財源調整による財政調整基金繰入金の減額が主なものです。

歳出については，事業費の確定及び執行見込みによるものや新型コロナウイルス感

染症による各種事業の中止等に伴う減額や南九州畜産獣医学拠点事業や繰上償還に伴

う公債費の追加が主なものです。

繰越明許費補正

【事業数】 ２８件

【繰越額】 ２，５２３，６８４千円

【主な事業】 南九州畜産獣医学拠点事業 ２，０８５，０３２千円

市単独持続化給付金事業（第３期） １３５，０００千円

(A) (B) (A)+(B)

千円 千円

30,168,932 1,478,027 31,646,959

2 国民健康保険特別会計 5,727,690 △ 4,088 5,723,602

3 後期高齢者医療特別会計 619,375 635 620,010

4 介護保険特別会計 5,922,575 493 5,923,068

5 生活排水処理事業特別会計 113,415 △ 25,432 87,983

12,383,055 △ 28,392 12,354,663

568,489 △ 10,940 557,549

資本的支出 361,842 0 361,842

229,635 △ 18,156 211,479

資本的支出 122,734 0 122,734

43,834,687 1,420,539 45,255,226

  1　一般会計

小　　　　　計

水道事業
   収益的支出

下水道事業
   収益的支出

合　　　　　計

区分
補正前額

今  回
補正額

補正後
予算額

特
別
会
計

企
業
会
計
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⑺ 令和４年曽於市議会第１回定例会日程

日 程 内 容

２月２５日（金） 本会議（提出案件上程，補正予算等総括質疑，委員会

付託）

２月２８日（月） 本会議（一般質問）

３月 ２日（水） 本会議（一般質問）

３月 ３日（木） 本会議（一般質問）

３月 ７日（月）

～ 委員会

３月 ８日（火）

３月１１日（金） 本会議（補正予算等委員会報告，審議，表決，施政方

針，当初予算等上程，総括質疑，委員会付託）

３月１４日（月） 委員会

～１８日（金）

３月２５日（金） 本会議（委員会報告，審議，表決）


